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サウジアラビア『サウジ工業団地・技術地区公社を組織するための施行規則』 

日本企業の対サウジビジネスに関連する主な条文 

 

調査時点 2010 年 2 月 10 日 

 

トピック 内容の要約 日本企業への影響、留意点 

定義 

第 1章 

主要な定義規定は、以下のとおりで

ある。 

「特定工業団地」とは、閣議によっ

て工業団地、技術地区もしくは技

術、事業支援機関として承認された

公共の土地上の、または、公社理事

会によって工業団地もしくは技術

地区として認可された、民間部門が

所有する土地上の既存の工業団地

をいう。 

「既存工業団地」とは、種々の工場

（工場設備、基幹施設および工場に

必要なサービスを含む）建設用であ

る旨の指定を受けた土地と区域を

いう。 

「技術地区」とは、科学技術開発地

区としての指定を受け、種々の分野

における発明、技術革新および創造

性を奨励するための相応の基幹施

設とサービス提供施設を備えた土

地と区域をいう。 

「ライセンス」とは、公社によって

開発事業者、運営事業者または投資

事業者に対して発行された、当該ラ

イセンスの条件と手数料が記載さ

れた書類をいう。 

サウジアラビア工業用地公団

（ Saudi Industrial Property 

Authority；MODON、以下「工業用地

公団」という）は、かつて、サウジ

工業団地・技術地区公社（Saudi 

Organization for Industrial 

Estates and Technology Zones；

SOIETZ、以下「公社」という）とい

う名称であった。当局の名称は公社

から工業用地公団に変更されてい

るが、本執行規則の名称と本執行規

則において使用されている「公社」

の語は、変更されていない。従って、

本執行規則における「公社」は、現

在は「工業用地公団」を意味する。 

公社の目的 

第 2章 

 

 

公社は、サウジアラビア（以下「サ

ウジ」という）の産業戦略に従った

開発戦略を準備・実行する（第 2

条）。 
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公社は、民間部門による特定工業団

地における開発・運営を奨励するた

めに、計画とその執行プログラムを

提供する。さらに、民間部門が当該

計画に従って開発または運営を行

わない場合は、公社自らが当該特定

工業団地における開発または運営

のイニシアチブを取る。（第 3条） 

 

公社は、関連当局と連携し、必要と

なるすべての公共設備とサービス

を提供する（第 4条）。 

 

公社は、追加的なサービスを提供す

ることと、民間の投資事業者による

国家的技術革新システムを推進す

るための基幹施設の設立を奨励す

ることによって、技術地区における

建設・開発を奨励し、国家的技術革

新システムを推進するための基幹

施設に対し、民間の投資事業者が投

資することを奨励する（第 5 条）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5 条の規定を通じて、公社は、大

学、科学研究施設および知識人を誘

致することを意図している。 

内部規則 

第 3章 

 

 

理事会は公社の管理権限を有する

機関であり、政策を策定し、実施す

る。また、理事会は、計画、その執

行プログラムおよび予算を採択し、

自らの業績を管理する。（第 6 条第

1項） 

 

理事会は、事務機能を担う秘書役を

任命する（第 6条第 2項）。 

 

公社は、理事会を統治する内部規

則、財政および管理上の執行規則な

らびに理事会の承認を受けた人事

政策を制定する（第 7条）。 

 

第 9 条に規定されるすべての様式、

規制および条件は、公社が提供する

とされているが、本調査時点では、

工業用地公団のベータ版（試作版）

のウェブサイトからは、入手できな

い状況である。 
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公社における人事権は、管理部門が

有する（第 8条）。 

 

公社と開発事業者、運営事業者また

はサービス提供事業者との間の契

約の様式、特定工業団地内での競

争、開発契約、運営および提供され

るサービスに関する規制、特定工業

団地内に建物を設計するときの条

件・規制などの公社における業務を

規律する様式、規制および手続は、

理事会による承認を条件として、公

社の職員によって作成される（第 9

条）。 

 

理事会は、公社によって承認された

内部規則を周知させる責任を負う

（第 10 条）。 

特定工業団地の

特定 

第 4章 

 

 

特定工業団地または技術地区を建

設する土地を選定するための要素

としては、土地の現在の利用状況と

地理的な分布状況、居住地域および

交通上の拠点等からの近接性、開発

等に伴う環境への影響、資金調達目

的上の適合性、所在ならびに国家的

開発構想にとっての魅力などがあ

る（第 11 条）。 

 

公共機関が所有する土地を特定工

業団地または技術地区として選定

するための手続について（第 12

条）。 

 

総裁は、土地を選定すること、フィ

ジビリティー・スタディー（FS）を

行うこと、最高経済評議会・理事会

と連携すること、土地の選定の承認

第 13 条が規定する開発事業者とし

てのライセンスの申請のための様

式は、本調査時点では、工業用地公

団のウェブサイトからは、入手でき

ない状況である。 
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を取得することおよび理事会に対

し調査結果と提言を通知すること

について責任を負う（第 12 条第 1

項から第 4項まで）。 

 

自己の保有する土地を特定工業団

地とすることを希望し、その財務能

力を有している者は、公社に対し

て、特定工業団地の開発事業者とし

てのライセンスの申請をすること

ができる。この開発事業者のライセ

ンスの申請は、公社が作成する様式

でなされなければならない。申請手

続において、申請者は、公社に対し、

土地の権利証書の認証謄本を提出

しなければならない。（第 13 条第 1

項から第 3項まで） 

ライセンスの発

行 

第 5章 

 

 

特定工業団地に関する開発事業者

または運営事業者のライセンスの

申請は、すべて公社に対してなされ

なければならない（第 14 条）。 

 

ライセンス発行の条件には、面積、

環境上の条件、工業団地内で実施す

ることが認められる業務、定期報

告、計画表およびその他公社が決定

した条件が含まれる（第 15 条 a か

ら eまで）。 

 

申請の審査は手数料の支払後に実

施される（第 16 条）。 

 

理事会は申請を審査し、ライセンス

を発行するかどうかを決定する。申

請が却下される場合、却下の理由が

申請者に対し通知される。（第 17

条） 

開発事業者または運営事業者のラ

イセンスの申請が却下された場合

の不服申立手続と、特定工業団地・

技術地区の開発事業者または運営

事業者に関する権利の譲渡手続が

規定されており、これらの手続に従

う必要がある。 
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ライセンスの有効期間は 40 年間を

超えない（第 18 条）。 

 

申請が却下された場合、申請者は、

却下の通知を受けた日から 30 日以

内に、申立てを裏付ける書類・証拠

とともに、理事会に対し、書面で不

服申立てができる。この場合、申請

書は、検討のため再度理事会に付託

され、この場合の理事会の決定は最

終的なものとなる。（第 19 条） 

 

理事会は、開発、運営またはサービ

ス契約の条件に従い、開発事業者、

運営事業者または投資事業者に対

して発行したライセンスを取り消

すことができる（第 20 条）。 

 

ライセンスの発行を受けた開発事

業者または運営事業者は、認められ

た様式に従って、あらかじめ公社か

ら承認を得ない限り、特定工業団地

の開発または運営に関する自らの

権利の全部または一部を放棄、また

は第三者に譲渡することはできな

い（第 21 条第 1項）。 

 

権利の譲渡に関する申請書に対す

る公社の承認は、譲受人が、サービ

スの受益者の利益を保証する公社

により、通常の財務能力を有する開

発事業者または運営事業者と承認

されるために必要とされる要件を

満たすことが条件となる（第 21 条

第 2項）。 
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ライセンスの発行を受けた開発事

業者または運営事業者が、特定工業

団地の開発または運営に関する自

らの権利の全部または一部を第三

者に譲渡する場合、譲受人は、公社

に対し、本執行規則第 5章に定めら

れた開発または運営に関するライ

センスの取得を申請し、譲渡人に適

用されるすべての規制を順守する

（第 21 条第 3項・第 5項）。 

使用権 

第 6章 

使用権は、入札手続を通じて、特定

工業団地の開発事業者、運営事業者

または投資事業者に与えられる（第

22 条）。 

 

公社は、従前の経験、財務能力およ

び技能資格などの基準に基づき、開

発事業者、運営事業者および投資事

業者の事前審査を行い、事前審査の

入札条件はサウジの国際的なマス

メディアで公示される（第 23 条）。 

 

開発契約、運営契約またはサービス

契約の最長期間は 40 年である。使

用権の期間終了時に、公社から与え

られたすべての権利と資産は返還

されなければならない。（第 24 条第

1項） 

 

開発契約、運営契約またはサービス

契約に定められた公社の事前承認

を得て、特定工業団地内の賃借人に

対し売却された権利と資産を売却

することができ、売却された当該権

利または資産については、当該権利

または資産を売却した者に関する

使用権の期間終了時に、公社に返還

なお、第 24 条が規定する 40 年の契

約期間が満了しても、当事者の合意

に基づき契約を延長することがで

きる。 
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される必要はない（第24条第2項）。 

開発・運営ライ

センス保有者の

権利・義務 

第 7章 

開発・運営ライセンスの保有者は、

開発計画に従い、以下の権利を有す

る（第 25 条）。 

 

a 許可された活動を実施する

ために特定工業団地内の土

地を賃貸する権利。 

b 公社によって承認された賃

料またはその他の財政資金

を決定し回収する権利。 

c 特定工業団地の土地が許可

された活動の実施に利用さ

れるように、サウジ内外の

顧客に対し、その宣伝・広

告をする権利。 

d 特定工業団地を開発するた

めの規則と手続を定める権

利（ただし、この規則と手

続には、公社の承認を得な

ければならない）。 

e サービスを提供する資格を

有する代理店と契約を締結

する権利。 

f 本執行規則第 21 条に従っ

て、特定工業団地における

権利を譲渡または転貸借す

る権利。 

 

開発または運営ライセンスの保有

者が順守すべき義務は以下のとお

りである（第 26 条）。 

 

a ライセンスおよび使用権契

約の条件、本執行規則なら

びにサウジにおいて適用さ

れる規則を順守すること。

開発または運営ライセンスの保有

者の権利とともに、第 26 条が責任

についても規定しているので、留意

が必要である。 
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なお、特定工業団地の占有

者にも順守させる必要があ

る。（第 26 条第 1項） 

b 基幹設備を適切に建設し、

維持すること。ライセンス

の条件・公社と調印した使

用権契約の条項に従って、

特定工業団地のためのサー

ビスの提供と宣伝・広告の

支援を行うこと。（第 26 条

第 2項） 

c 使用権契約に定められてい

るサービス、または開発・

運営計画に合致するものと

して公社により承認された

サービスを、受益者に対し

て提供すること（第 26 条第

3項）。 

d ライセンスの条件とサービ

ス提供契約に従って、活動

を実施していることを確認

するために、公社の担当者

が特定工業団地に立ち入る

ことを許可すること（第 26

条第 4項）。 

 

新たな特定工業団地は、開発または

運営ライセンスの発行から 2 年以

内に生産活動を開始しなければな

らない（第 27 条）。 

違反と罰則 

第 8章 

すべての開発事業者と運営事業者

は、公社の内部の規制・手続の順守

義務と違反が発生した場合の公社

に対する報告義務を負う（第 28

条）。 

 

公社は、執行規則が順守されるよう

公社は、事前の通知をすることなく

調査権限を行使する場合があり、留

意が必要である。 

 

特定工業団地における建設条件の

順守状況と廃棄物管理に対する公

社による監督は、関係機関と十分に
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にするため、および違反の通知を発

するために、特定工業団地における

業務の実施の追跡調査と監督の権

限を有する（第 29 条第 1項）。 

 

公社は、開発事業者、運営事業者ま

たは投資事業者による契約または

ライセンスの違反のリストを準備

する。理事会は、違反に関する罰金、

罰則および手続を決定する。（第 30

条） 

 

理事会は、仲裁のための委員会を設

立し、円満に解決することができな

い紛争を解決する手続を確立する

（第 31 条）。 

 

総裁は、契約またはライセンスの一

切の違反を開発事業者、運営事業者

または投資事業者に対して書面で

通知する。理事会のメンバーで構成

される委員会による決定に異議の

ある違反者は、商工業省（Ministry 

of Commerce and Industry；MoCI）

の紛争処理委員会に不服申立てが

できる。（第 32 条） 

連携・協力して行われる 

 

公社の職員は、帳簿、文書およびす

べての書類の閲覧、特定工業団地内

の土地の訪問を行う。なお、調査結

果については報告書が作成される。 

 

開発事業者、運営事業者、投資事業

者または関連するかかる事業者の

活動の代理人が本執行規則・ライセ

ンスの条件に違反した場合、罰金・

罰則がある。 

開発事業者・運

営事業者から支

払われる公社の

収入 

第 9章 

公社が得る収入には、管理手数料、

フィジビリティー・スタディー（FS）

の提供手数料、ライセンス申請の手

数料、賃料および罰金（もしあれば）

が存在する（第 33 条）。 

 

理事会は、本執行規則第 9章が定め

る金額を、総裁の提案に基づき訂正

することを検討するため、定期的に

検討する（第 35 条）。 

開発事業者と運営事業者は、公社に

対し、特定工業団地における開発と

運営から得られる年間総収入の最

大 20％相当額を支払わなければな

らない。 

 

本執行規則は理事会が手数料を変

更する裁量を有していることを規

定している。 

 

なお、公社に対して開発事業者また
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は運営事業者が行う支払は、通常の

分割払によることが可能である。 

一般条項 

第 10 章 

公社は、特定工業団地が、本執行規

則が定める目標と適合するように

努める（第 36 条）。 

 

特定工業団地では、公社によって承

認された活動のみを行うことがで

きる（第 37 条）。 

 

公社の書面による承認を得ない転

貸借、転売および業務内容の変更は

禁止される（第 38 条）。 

 

開発事業者、運営事業者および投資

事業者は、公社が業務の実施を監視

するために十分な年間統計を取ら

なければならない。公社は、提供を

受けた情報の秘密を保持する。（第

39 条） 

 

各契約者は、公社の役員に対し、特

定工業団地において、施設内に 500

平方メートルを超える事務所スペ

ースを無償で提供しなければなら

ない（第 40 条）。 

第 39 条に基づき、各開発事業者、

運営事業者および投資事業者から

公社に対して提供される統計的情

報には、以下のものが含まれる。 

 

a 工業団地内に建設された工

場、施設の数、能力 

b 特定工業団地または技術地

区における従業員数 

c 建設が完了した工場用地の

総面積、建設が完了した従

業員の居住用地の総面積お

よび公社により要求された

その他の情報またはデータ 

 

なお、上記の統計的情報は、公社に

よって作成され配布される様式で

提出しなければならない。 

 

 

 

※本資料は、日本貿易振興機構（ジェトロ）の委託を受けた西村あさひ法律事務所が、ジェ

トロの事前承諾の下、サウジアラビア所在の法律事務所の協力を得て作成したものです（法

令等のアラビア語版による原典は参照しておりません。本資料に含まれる情報は仮訳の部分

を含みます）。本資料は、2010 年 2 月 10 日までに収集した情報のみに基づいております。

従って、本資料に含まれる情報について、最新性・正確性・完全性が担保されていない可能

性がありますので、あらかじめご了承ください。 
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